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様 式 

 

『賃上げを実施する企業に対する税制上の優遇措置を知りたい』 
 

所得拡大促進税制 
                                            

               

                                  

 
対象となる方  
 適用要件を満たす、青色申告を行う全ての法人・個人事業主が所得拡大促進税制を利用す
ることができます。(業種による制限はありません。)  
支援内容  

基準事業年度から一定割合以上、雇用者給与等支給額（国内雇用者に対する給与等の支給額の
総額）を増加させる等の要件を満たした場合、増加の 10％を法人税(個人の場合は所得税)から税額控
除できます。（上限は法人税額の 10％（中小企業者等は 20％））  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
ご利用方法  

制度利用に際して、事前申請は必要ありません。確定申告の際、申告書に明細書を添付

してください。明細書は、次ページ記載の当省ホームページよりダウンロード可能です。   
適用要件  
 ご利用にあたっては、下記の3つの要件を全て満たす必要があります。 
○まず、「適用年度」、「基準事業年度」、「前事業年度」の3つの事業年度について確認します。   

・ 適用年度・・・・・・・実際に税制の適用を検討している事業年度をいいます。   
・ 基準事業年度・・・平成25年4月1日以後に開始する各事業年度のうち最も古い事業年

           度直前の事業年度をいいます（基準事業年度は、適用1年目でも、2年
           目以降でも、また適用3年目に初めて利用する場合も変わりません）。  

  
・ 前事業年度・・・・・適用年度開始の日の前日を含む事業年度をいいます。 

 
＜要件①＞雇用者給与等支給額が基準事業年度より一定割合以上増加していること。  

「雇用者給与等支給額」とは、適用年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される
「国内雇用者」（役員及びその特殊関係者を除いた、当該法人の国内の事業所に勤務する
全ての雇用者）に対する「給与等」の支給額を指します。適用年度の雇用者給与等支給額
が、基準事業年度の雇用者給与等支給額（「基準雇用者給与等支給額」といいます）と比
較して一定割合（※１）以上増えていることを確認します。  

 
  

従業員への給与等の支給額を基準事業年度から一定割合以上増加させた場合、増加額の
10％を法人税等から税額控除できます。 

雇用者 

給与等 

支給額 

平成 24 年度 

（基準事業年度） 
平成 27 年度 

（前事業年度） 

平成 28 年度 

（適用年度） 

 

増加額の 10％

の税額控除 

24 年度から 

の増加額 

【要件①】 

【要件②】 
前年度以上 

【要件③】も 

満たせば 

図：適用のイメージ 
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様 式 

27年1月

 27年6月：新規採用

 28年4月：新規採用

 28年10月：退職

 27年10月：退職

27年4月～10月及び28年2月～8月に
かけて週20時間以上アルバイト
28年4月：60歳定年退職
28年4月：継続雇用制度※
27年10月：60歳定年退職
27年10月：継続雇用制度※
27年10月に60歳となったが、
継続雇用制度ではない者
27年10月：65歳定年退職
27年10月：再雇用※

度年用適度年前

27年7月 28年1月 28年7月 29年1月

一般被保険者

一般被保険者 継続雇用制度

継続雇用制度

一般被保険者 高年齢継続被保険者

：継続雇用者給与等支給額の

計算に含まれる者

一般被保険者 一般被保険者

一般被保険者

一般被保険者

一般被保険者

一般被保険者

一般被保険者一般被保険者

 ※１ 各事業年度で必要となる増加割合  
事業年度  増加要件 (カッコ内は中小企業者 ) 
平成25年4月1日から平成26年3月31日までの間に開始する事業年度  ２％（２％）  
平成26年4月1日から平成27年3月31日までの間に開始する事業年度  ２％（２％）  
平成27年4月1日から平成28年3月31日までの間に開始する事業年度  ３％（３％） 
平成28年4月1日から平成29年3月31日までの間に開始する事業年度  ４％（３％） 
平成29年4月1日から平成30年3月31日までの間に開始する事業年度  ５％（３％）  

＜要件②＞適用年度の雇用者給与等支給額が前事業年度以上であること。  
「雇用者給与等支給額」が、前事業年度に計算上損金の額に算入される「国内雇用

者」に対する「給与等」の支給額（「比較雇用者給与等支給額」といいます）以上であることを
確認します。 

 
＜要件③＞平均給与等支給額が前事業年度を上回っていること。 

「平均給与等支給額」を計算するには、まず、雇用者給与等支給額のうち、雇用保険法
の一般被保険者である継続雇用者 (適用年度と前事業年度において給与等の支給がある
国内雇用者)に係る金額の合計を、適用年度と前事業年度でそれぞれ計算します。その額か
ら、高年齢者雇用安定法に基づく「継続雇用制度」の対象者に支給された給与等を引いた
額を算出します（「継続雇用者給与等支給額」といいます）。 

次に、各月ごとの給与等の支給の対象となる「月別支給対象者数」（継続雇用者給与等
支給額にかかる継続雇用者の数）を数えます。同一の継続雇用者が、同一月に2回以上の
給与や賞与等の支給を受けた場合は、その月のその継続雇用者は1人と数えます。 

最後に「継続雇用者給与等支給額」を「月別支給対象者数」で割り、前事業年度と適
用年度の「平均給与等支給額」を算出します。そして適用年度の平均給与等支給額が前
事業年度を上回っていることを確認します。 

 
 

 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

上記3つの要件を全て満たした場合、「支援内容」に記載した税額控除を受けられます。 
 
経済産業省のホームページでより詳しい解説をご確認いただけます。 

※申請に必要な明細書及び当税制の解説パンフレット等を掲載しております。 

http://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/syotokukakudaisokushin/syotokukakudai.htm 
 
 
 

 
 
 
 
 

お問い合わせ先 
【最寄の経済産業局】 

・北海道経済産業局  地域経済課   ：011-709-1782 
・東北経済産業局   地域経済課   ：022-221-4876 
・関東経済産業局   産業人材政策課  ：048-600-0358 
・中部経済産業局   地域人材政策室  ：052-951-2731 
・中部経済産業局 北陸支局 地域経済課   ：076-432-5518 
・近畿経済産業局   地域経済課   ：06-6966-6011 
・中国経済産業局   地域経済課   ：082-224-5684 
・四国経済産業局   地域経済課   ：087-811-8513 
・九州経済産業局   産業人材政策課  ：092-482-5504 
・沖縄総合事務局   地域経済課   ：098-866-1730 

【経済産業省】 
・経済産業政策局   産業人材政策室  ：03-3501-2259 

27年1月

 27年6月：新規採用

 28年4月：新規採用

 28年10月：退職

 27年10月：退職

27年4月～10月及び28年2月～8月に
かけて週20時間以上アルバイト
28年4月：60歳定年退職
28年4月：継続雇用制度
27年10月：60歳定年退職
27年10月：継続雇用制度
27年10月に60歳となったが、
継続雇用制度ではない者
27年10月：65歳定年退職
27年10月：再雇用

度年用適度年前

27年7月 28年1月 28年7月 29年1月

一般被保険者

一般被保険者 継続雇用制度

継続雇用制度

一般被保険者 高年齢継続被保険者

：継続雇用者給与等支給額の

計算に含まれる者

一般被保険者 一般被保険者

一般被保険者

一般被保険者

一般被保険者

一般被保険者

一般被保険者一般被保険者
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 『様々な経営課題を解決して欲しい』 
 

中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業 
（よろず支援拠点事業） 

                               

                                 

    

                                   

                                   

 
対象となる方  

原則として、よろず支援拠点が設置されている都道府県において事業を行っている中小企業・小
規模事業者（起業予定者を含む） 

 
支援内容  
 売上拡大や経営改善などの様々な経営課題に対応する専門家を各拠点に配置しており、

中小企業・小規模事業者の経営上の悩みに親身に耳を傾け、適切な解決策をご提案する

とともに、成果がでるまでフォローアップします。 
経営上のどのようなお悩みにでも、何度でも無料で相談できますので、お気軽にご利用くださ

い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ご利用方法  
 まずは、お近くのよろず支援拠点にご相談ください。 
 

 中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営課題に対応するワンストップ相談窓口として、各

都道府県に「よろず支援拠点」を設置し、一歩踏み込んだ専門的な助言を行っています。 

お問い合わせ先 

   各よろず支援拠点 （巻末参照） 

   中小企業庁 経営支援部 経営支援課         電話：03-3501-1763（直通） 




